
別表１（事業内容） 

区 分 事 業 種 類 事  業  内  容 備  考 

 
１ 農業生産基盤

整備事業 

 
（１）農業用用排水施設整

備事業 
 
（２）農道整備事業 
 
 
（３）区画整理事業 
 
（４）農用地造成 
 

 
農業用用排水施設の新設、廃止又は変更 
 
 
農道、農道橋、索道又は軌道等運搬施設の新
設、廃止又は変更 
 
農地等の区画形質の変更 
 
農地の造成 
 

 

（５）暗渠排水事業 
 
 
（６）客土事業 
 
 
 
（７）除礫 
 

農地につき行う暗渠の新設若しくは変更又は
心土破砕工 
 
農地につき行う客土（混層耕を含む）又はこ
れと一体的に実施する酸性土壌改良資材、リ
ン酸資材及び有機質資材の投入等 
 
除礫 
 

 

 
２ 農業生産基盤

整備附帯事業 

 
（１）土壌改良事業 
 
（２）高付加価値農業施設

移転等事業 
 
（３）交換分合 
 
（４）耕作放棄地解消・発

生防止のための簡易な
整備 

 
（５）埋蔵文化財調査事業 

 
土壌改良資材の投入等 
 
事業区域に既に設置されている高付加価値農
業に係る施設の撤去又は移転に関する事業 
 
農地等の交換分合 
 
障害物の除去、除礫、深耕、整地、農産物被
害防止施設の設置等 
 
 
事業区域で行う埋蔵文化財の調査に関する事
業 
 

 

 
３ 営農環境整備

事業 

 
（１）農業集落道整備事業 
 
 
 
 
（２）農業集落排水施設整

備事業 
 
（３）農業集落防災安全施

設整備事業 
 
 
（４）農業集落環境管理施

設整備事業 
 
（５）用地整備事業 
 
 
 
 
（６）環境整備事業 
 
 
 
 

 
農業集落周辺における農業生産基盤整備事業
に係る農道等を補完し、主として農業機械の
運行等の農業生産活動、農産物の運搬等に供
する農業集落道の整備 
 
農業用用排水の機能維持を図るために行う雨
水等を排除する集落内の排水施設の整備 
 
農業集落の防災安全のための土留、防護柵、
排水工、防風林、防雪林、水路防護施設、防
火水槽等の整備 
 
農業集落における環境を保全管理するための
農産廃棄物等の処理、再利用等の施設の整備 
 
区画整理による換地の手法によって捻出され
た用地又は農道、用排水路と一体として整備
する用地であって、農業近代化施設、公用・
公共用施設等の用地の整備 
 
親水・景観保全のための施設としての親水護
岸、遊水施設、せせらぎ水路等の整備 
 
 
 

 



 
（７）生態系保全空間整備

事業 
 
 
 
（８）営農用水施設 
 
 
 
（９）農作業準備休憩施設 
 
 
（10）地域資源利活用基盤 

 
多種多様な野生生物が生息可能な空間の保全
や回復が見込まれる湿地、ため池等の整備、
これらの空間を結ぶネットワーク構築のため
の水路、樹林帯、水生植物の植栽等の整備 
 
農業経営に必要な営農用水供給施設及び飲雑
用水供給施設の整備又は変更で共同利用に係
るもの 
 
農作業の合理化、作業環境の改善等を図るた
めの施設の整備 
 
地域資源を利活用して農業生産の補完又は生
活環境の改善を図るために必要な施設、集落
の活性化に資するための施設等に地域資源を
供給する施設等の整備 
 

 
４ 農業経営高度  

化支援事業 

 
（１）高度土地利用調整事

業 
 ア 指導事業 
 
 
 

 イ 調査・調整事業 
 
 
 
（２）農地集積促進事業 
 
 
 
（３）耕地利用高度化推進

事業 
 
 
 
 
 
 
（４）水田貯留機能向上支

援事業 
 ア 指導事業 
 
 

 イ 調査・調整事業 
 
 
 
 
（５）水田貯留機能向上推

進事業 
 

 
 
 
土地利用調整及び農地の利用集積を推進する
ため、都道府県等が行う普及・指導活動 
 
 
関係農家の意向調査活動、土地利用調整活
動、関係機関との調整等調査・調整活動 
 
 
担い手への農地の集積・集約化に向けた促進
支援 
 
 
 
営農上支障となる湧水処理及び不陸均平、暗
渠の維持管理、その他の農地の良好な生産環
境の維持及び条件整備活動 
生産基盤整備事業等の完了後の作物別の作付
面積、単収・単価等の調査 
 
 
 
水田貯留機能向上の取組を推進するため、都
道府県等が行う普及・指導活動 
 
 
 
関係農家の意向調査活動、水利用・土地利
用・作付調整活動、関係機関との調整等調
査・調整活動 
 
 
水田貯留機能向上の取組実施に際しての畦畔
補強、排水整備 
 

 
 
 
経営体育成型及び
中山間地域型に限
る 
 
経営体育成型及び
中山間地域型に限
る 
 
経営体育成型、中
山間地域型及び国
営事業促進型に限
る 
 
経営体育成型及び
中山間地域型に限
る 
 
 
 
 
 
経営体育成型、中
山間地域型及び国
営流域治水対策型
に限る 
 
経営体育成型、中
山間地域型及び国
営流域治水対策型
に限る 
 
経営体育成型、中
山間地域型及び国
営流域治水対策型
に限る 
 

５ 特認事業  特認事業 地方農政局長等が特に認める事業  

  



別表２（採択要件） 
区 分 現  況 基  準 要  件 

  
１ 集積率要件 

80 パーセント（※）未満 80 パーセント（※）以上となること 

担い手農地利用集
積率が左記のよう
に増加することが
確実と見込まれる
こと 

80 パーセント（※）以上 
90 パーセント未満 

５パーセントポイント以上増加する
こと 

90 パーセント以上 
95 パーセント未満 

95 パーセント以上となること 

95 パーセント以上 担い手への利用集積が図られること 

 
 
２ 集約化率要件 

23 パーセント未満 30 パーセント以上となること 

担い手農地集約化
率が左記のように
増加することが確
実と見込まれるこ
と 

23 パーセント以上 
35 パーセント未満 

７パーセントポイント以上増加する
こと 

35 パーセント以上 
38.5 パーセント未満 

42 パーセント以上となること 

38.5 パーセント以上 
63 パーセント未満 

3.5 パーセントポイント以上増加す
ること 

63 パーセント以上 
66.5 パーセント未満 

66.5 パーセント以上となること 

66.5 パーセント以上 担い手への集約化が図られること 

※当該事業の受益面積に占める水田及び畑作物 （経営所得安定対策等実施要綱の別紙２に規定する畑作物）を作付け

する畑地を合わせた面積の割合がおおむね８割以上ではない場合は、50 パーセントとする。 

 

  



別表３（助成） 

区 分 
基   準 助 成 割 合 

担い手農地利用集積率 基  本 集約化加算 

１ 
 経営体育成型 
 中山間地域型 
 
 農地集積促進事業 
 

55 パーセント以上 
65 パーセント未満 

0.055 0.065 

65 パーセント以上 
75 パーセント未満 

0.065 0.085 

75 パーセント以上 
85 パーセント未満 

0.075 0.105 

85 パーセント以上 0.085 0.125 

２  
 国営事業促進型 
 
 農地集積促進事業 
 

80 パーセント以上 
85 パーセント未満 

0.019 0.027 

85 パーセント以上 0.022 0.032 

※ 集約化加算：担い手の経営等農用地面積の 80 パーセント以上を集約化する場合  



別記様式第１号 

集約化を進める基本的な方針 

都道府県  市町村名 
 

 

   

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．集約化の実施に

関する基本的な事

項 

農用地の集約化をめぐる現

状の分析 

 

 

 

本事業を実施する意義及び

本事業により目指す方向 

 

 

 

 

集約化に関する目標 

 

 

 

 

 

２．集約化を進める

区域 

 

集約化促進区域（面積） 

 

 

（   ha） 

 

 

（   ha） 

 

３．集約化の推進体

制に関する事項  

 

 

 

 

 

４．農業経営基盤強化

促進事業との連携

に関する事項  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：「集約化を進める区域」は、大字単位とする。 

注２：「集約化の推進体制に関する事項」は、当該市町村が作成する基盤整備関連経営体育成等促進計画書の第２章

の８．推進整備体制計画に示す部会（推進組織）等も含めた推進体制について記載する。 

注３：「農業経営基盤強化促進事業との連携に関する事項」は、本事業と当該事業の連携が予定されているものに限

る。 

  



別記様式第２号 

（１/２） 

○○地区農用地集積加速化整備構想 

事   項 内       容 

１．事業実施区域の概

要 

・地区名： 

・所在地： 

・地区面積： 

２．事業実施区域にお

ける農用地の現況

及び問題点 

・地区農用地の現状及び課題 

・整備状況（前歴事業等） 

 

３．地域における農業

の振興方向 

・作付作物、土地利用体系、作業体系等 

 

 

 

４．整備構想実現のた

めに必要な生産基

盤整備の内容 

・地区設定理由 

・全体整備量 

・全体整備（受益）面積 

・営農区設定の基本的考え方及び営農区数 

・整備による効果 

・全営農区面積 

・担い手への集約化率の増加見込み 

 

 

５．各営農区の概要  

① ○○営農区 

 

営農区設定理由： 

営農区の整備目的： 

営農区面積： 

整備内容： 

整備（受益）面積： 

② ○○営農区 営農区設定理由： 

営農区の整備目的： 

営農区面積： 

整備内容： 

整備（受益）面積： 



（２/２） 

○○地区農用地集積加速化整備構想 

事   項 内       容 

６．営農区の営農活動

等方針 

・農業の生産性の向上方針： 

・担い手育成・確保方針： 

・農業生産活動方針： 

７．農地集積加速化整

備構想図 

別に添付すること。（図面スケール：1/25,000又は 1/50,000） 

また、図面の作成に当たっては、以下の事項を明記すること。 

①前歴事業の地区範囲 

②地区範囲、営農区範囲 

③各営農区の整備内容 

④各営農区の整備目的（営農構想を踏まえたもの） 

 

 ・○○事業（交付金）のうち農地整備事業【経営体育成型】（○○地区） 

絵を入れる。 
 

８．その他 別紙１の第２の５に従い１ha（北海道にあっては３ha）を超えるまとまり

をもって集約化要件とした場合、次の事項を記載する。 

① 都道府県知事が認めた集約化要件 

② ①を認めた理由及び概要 

  



別記様式第３号 
農業経営高度化計画 

 
１．生産基盤整備事業等（国営事業促進型にあっては、国営農地再編整備事業等）の概要 
 

都道府県 

名 
市町村名 

土地 

改良区名 
地区名 事業名 

着工 

年度 

完了 

年度 

目標 

年度 

受益面積 

（ha） 

総事業費 

(百万円) 

          

 
２．農業経営高度化支援事業の概要 
（１）全体計画 

事業名 事業実施主体 事業実施期間 活動内容等 
総事業費 

（千円） 
備考 

      

      

      

注１：「活動内容等」は、実施時期及び活動内容を具体的に記入する。 
注２：計画の内容は、地域の実情を勘案し、担い手への農地の利用集積の促進に資するものとする。 

 
 
（２）担い手への農地集積・集約化計画 

区分 
農用地面積 

（ha） 

 

担い手の 

集約化面積 

(ha) 

 

助成割合 

（％） 

担い手の 

利用集積面積 

（ha） 

担い手の 

所有面積 

（ha） 

担い手の 

使用収益権

面積 

（ha） 

担い手の 

基幹３作業

受託面積 

（ha） 

担い手農地

利用集積率 

（％） 

担い手の 

利用集積面

積に占める

集約化率 

（％） 

 Ａ Ｂ＝Ｃ＋Ｄ＋Ｅ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｂ/Ａ Ｆ/Ｂ  

事業実施前
（○年度）          

生産基盤整備
事業等完了時 

（○年度） 
         

要件達成確認 
（○年度）          

目標年度 
（○年度）          

  



別記様式第４号 

 

番   号  

年 月 日  

 

農林水産省○○農政局長  殿 

北海道にあっては、北海道開発局経由農林水産省農村振興局長 

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 

 

都道府県知事名  

 

農業競争力強化農地整備事業（農地整備事業）採択申請書 

 

 下記のとおり○○年度新規事業を実施したいので、農業競争力強化農地整備事業実施要

綱（平成 30年３月 30 日付け 29農振第 2604 号農林水産事務次官依命通知）第７の１の規

定に基づき、次に掲げる資料を添えて申請します。 

 

１．事業計画概要書 

２．農業競争力強化基盤整備計画 

３．その他 

〔４．費用負担者の同意書〕 

〔５．施設の管理者の同意書〕 

 

記 

 

事業型 都道府県名 地区名 所在地 受益面積 総事業費 備考 

経営体育成型    ha 

 

百万円  

注１：〔  〕は、土地改良事業に該当しない営農環境整備事業を実施する場合に添付する。 

注２：別紙１の第３の４の国営事業促進型を実施する地区にあっては、添付資料を１．事業計画概要書及び３．その他

のみとすることができる。 

  



別記様式第５号 

 

番   号  

年 月 日  

 

事業採択通知書 

 

 

都道府県知事 殿 

 

農林水産省農村振興局長  

農林水産省○○農政局長  

内閣府沖縄総合事務局長  

 

 

 

 ○○年○○月○○日付け○○第○○号により申請のあった下記地区について、事業実施

地区として採択したので通知する。 

 

 

記 

 

事業型 都道府県名 地区名 所在地 受益面積 総事業費 備考 

経営体育成型    ha 

 

百万円  

 

  



別記様式第６号 

番   号  

年 月 日  

 

○○計画変更報告書 

 

農林水産省○○農政局長  殿 

北海道にあっては、北海道開発局経由農林水産省農村振興局長 

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 

 

都道府県知事名  

 

 

 下記地区について、○○計画及び○○計画の変更を行ったので、農業競争力強化農地整

備事業実施要領（平成 30 年３月 30日付け 29農振第 2605 号・29生畜第 1500号農村振興

局長・生産局長通知）別紙１第８の１の規定に基づき、次に掲げる資料を添えて報告しま

す。 

 

１．農地整備事業計画概要書 

２．基盤整備関連経営体育成等促進計画書 

３．農用地利用集積促進土地改良整備計画書 

 

記 

 

事業型 都道府県名 地区名 所在地 受益面積 

（区画整理面積） 

総事業費 備考 

経営体育成型    ha 

 

百万円  

  



 

別記様式第７号 
 

番   号 

年 月 日 

 

農林水産省○○農政局長  殿 

北海道にあっては、北海道開発局経由農林水産省農村振興局長 

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 

 

都道府県知事名  

 

基盤整備関連経営体育成等促進計画及び農業経営高度化計画 

達成状況報告書 

 

 農業競争力強化農地整備事業実施要領（平成 30年３月 30日付け 29 農振第 2605号・29

生畜第 1500号農村振興局長・生産局長通知）別紙１第９の１の規定に基づき、下記のと

おり事業達成状況について報告します。 

 

記 

 

１ 事業実施状況 

（１）生産基盤整備事業等（国営事業促進型にあっては、国営農地再編整備事業等）の実施状況 

 

事業名 地区名 

関係市町村名 

及び 

土地改良区名 

総事業費 

(百万円) 

受益面積 

(ha) 

着工 

年度 

完了 

年度 
主な工事内容 備考 

         

 
 

受益面積 

(ha) 

 〇年度まで 

区画整理累計面積 

(ha) 

進捗率 

（区画整理面積ベース） 

(％) 

 

〇年度の主な工事内容 

 
うち区画整理 

(ha) 

    
 

総事業費 

(百万円) 

〇年度事業費 

(百万円) 

○年度まで 

累計事業費 

(百万円) 

進捗率 

（事業費ベース） 

(％) 

    

 
  



 

一体的に実施した 

関連支援事業 
実施した関連支援事業の内容 備考 

   

注：「一体的に実施した関連支援事業」には、都道府県が国の助成を受けずに実施する事業のほか、担い手育成基盤整備関

連流動化促進事業、経営体育成促進事業、農山漁村振興交付金、農業経営高度化支援事業等の名称を記入する。 

 

 

（２）農業経営高度化支援事業の実施状況 

事業名 事業実施主体 事業実施期間 活動内容等 
総事業費 

（千円） 
備考 

      

      

注１：農業経営高度化支援事業（水田貯留機能向上支援事業及び水田貯留機能向上推進事業を除く。）を実施している場合のみ

記入し、実施しない場合は斜線を引く。 

注２：「事業名」は、要領別紙１別表１の区分の欄の４の事業種類の欄の事業名を記入する。 

注３：「活動内容等」は、実施時期及び活動内容を具体的に記入する。 

 

 

 
２ 事業達成状況 
（１）農地利用集積（又は農地集約化）の実績 
 
（要領別紙１第５の１の（２）のア（２の（１）のイの（ア）含む。以下同じ。）により採択された場合） 

ア 担い手への農地利用集積の実績 

区分 

     

農用地面積 

担い手の 

利用集積 

面積 

担い手の 

所有面積 

担い手の 

使用収益権 

面積 

担い手の 

基幹３作業 

受託面積 

農用地面積に 

占める担い手の 

利用集積率 

達成率 

達成 

状況 

(評価) 

 Ａ Ｂ＝Ｃ＋Ｄ＋Ｅ Ｃ Ｄ Ｅ Ｂ/Ａ   

 （ha） （ha） （ha） （ha） （ha） （％） （％）  

事業実施前         

１年度目 
        

      

２年度目 
        

      

３年度目 
      

  
      

４年度目 
      

  
      

５年度目 
      

  
      

計画 

 

（  ） （  ） （  ） （  ） （  ） （  ）   

      

年度の記載 上段：計画、下段：実績 

計画 上段（ ）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画目標年度 

注１：達成率と達成状況は、開始年度を含めて３年度目以降促進計画の目標年度までの地区において記入する。 

注２：注１の場合において、促進計画の変更に伴い、計画値が前年度の審査における計画値と異なる場合は、前年度の上

記表も添付する。 

 
 



 

 
（要領別紙１第５の１の（２）のイ（２の（１）のイの（イ）含む。以下同じ。）により採択された場合） 

ア 担い手への農用地集約化の実績 

区分 

     

農用地面積 
担い手の 

集約化面積 

担い手の 

所有面積 

のうち 

集約化面積 

担い手の 

使用収益権 

面積のうち 

集約化面積 

担い手の 

基幹３作業 

受託面積 

のうち 

集約化面積 

農用地面積に 

占める担い手の 

集約化率 

達成率 

達成 

状況 

(評価) 

 Ａ Ｂ＝Ｃ＋Ｄ＋Ｅ Ｃ Ｄ Ｅ Ｂ/Ａ   

 （ha） （ha） （ha） （ha） （ha） （％） （％）  

事業実施前         

１年度目 
        

      

２年度目 
        

      

３年度目 
      

  
      

４年度目 
      

  
      

５年度目 
      

  
      

計画 
（  ） （  ） （  ） （  ） （  ） （  ）   

      

年度の記載 上段：計画、下段：実績 

計画 上段（ ）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画目標年度 

注１：達成率と達成状況は、開始年度を含めて３年度目以降促進計画の目標年度までの地区において記入する。 

注２：注１の場合において、促進計画の変更に伴い、計画値が前年度の審査における計画値と異なる場合は、前年度の上

記表も添付する。 

 
 

（要領別紙１第５の１の（２）のウ（２の（１）のイの（ウ）含む。以下同じ。）により採択された場合） 

ア 農地所有適格法人等への農地利用集積の実績 

区分 

農用地面積 

 農用地面積に 
占める 
農地所有 

適格法人等の 
利用集積率 

農地所有 
適格法人等の 

利用集積面積 

農地所有 
適格法人等の 

所有面積 

農地所有 
適格法人等の 

使用収益権面積 

農地所有 

適格法人等の 
基幹３作業 
受託面積 

Ａ Ｂ＝Ｃ＋Ｄ＋Ｅ Ｃ Ｄ Ｅ Ｂ/Ａ 

（ha） （ha） （ha） （ha） （ha） （％） 

事業実施前 
      

      

計画 
（  ） （  ） （  ） （  ） （  ） （  ） 

      

○○年度まで 
      

      

計画 上段（ ）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画目標年度 

注：要領別紙１第５の１の（２）のウに該当する農地所有適格法人等について記載する。 

  



 

イ 農地集積促進事業の実績 
（ア）担い手への農地集積・集約化の実績  
 

区分 
農用地面積 

（ha） 

 

担い手の 

集約化面積 

(ha) 

 

助成割合 

（％） 

担い手の 

利用集積面積 

（ha） 

担い手の 

所有面積 

（ha） 

担い手の 

使用収益権

面積 

（ha） 

担い手の 

基幹３作業

受託面積 

（ha） 

担い手 

農地利用 

集積率 

（％） 

担い手の 

利用集積面

積に占める

集約化率 

（％） 

 Ａ Ｂ＝Ｃ＋Ｄ＋Ｅ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｂ/Ａ Ｆ/Ｂ  

事業実施前 

         

計画 

（  ） 
 

（  ） 
 
（  ） 

 
（  ） 

 
（  ） 

 
（  ） 

 
（  ） 

 
（  ） 

 
 

○年度まで 

         

計画 上段（ ）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画目標年度 

 

（イ）通年施行の実績  

農地集積促進事業において、通年施行により、農用地の集積・集約化の促進支援をする場合にあっては、次の工

事工程計画を作成する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

令和○○年度

工事工程計画

事業名 ○○事業

地区名 ○○地区

工期 Ｒ〇〇～Ｒ〇〇

市町村 ○○町

事業主体名 ○○土地改良区

受益面積 ○○.○ ha

総事業費

（千円）
○,○○○,○○○

補助率 ○○ ％

中心経営体

集積率(％)
○○.○ ％

助成割合

（限度額）
○.○ ％

交付限度額

（事業費）
○○○,○○○ 千円

面工事面積

全体面積 ○○ ha

うち夏期
施工面積

○○ ha

全体事業計画及び実績

対象工事 Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ Ｒ○○ 合計

面工事面積

(ha)

計画

実施

うち夏期施工面積

(ha)

計画

実施

交付対象面積(ha)

交付単価(千円／10a)

交付金額(千円)

うち国費(千円)

地元負担(千円)

Ｒ○○年度施工
Ｒ○○年度施工
Ｒ○○年度施工
Ｒ○○年度施工
Ｒ○○年度施工
Ｒ○○年度施工

各年度施工のうち
夏期施工

凡例



 

（２）農地利用集積（又は農地集約化）方法 

 
（要領別紙１第５の１の（２）のアにより採択された場合） 

権利等 
の種類 

担 い 手 区 分 

 

認定農業者 
認定新規就

農者 
集落営農組
織 

市町村基本

構想水準到
達者 

今後 

育成すべき
農業者 

計 

人数 集積 

面積 

(ha) 

人数 集積 

面積 

(ha) 

組織数 集積 

面積 

(ha) 

人数 集積 

面積 

(ha) 

人数等 集積 

面積 

(ha) 

人数

等 

集積 

面積 

(ha) 

自己所有地             

賃貸権設定             

経営受託             

基幹作業受託             

計             

注１：担い手の区分欄については、要領別紙１第２の３の規定に基づいて記載するものとする。 

注２：本表の基礎資料として、①担い手別地番別土地利用調整結果一覧表、②農地集積状況図を作成する。 

 

 

（要領別紙１第５の１の（２）のイにより採択された場合） 

権利等 
の種類 

担 い 手 区 分 

 

認定農業者 

 
認定新規就
農者 

集落営農組織 
市町村基本構
想水準到達者 

今後育成すべき

農業者 
計 

人数 集約化 

面積 

(ha) 

人数 集約化 

面積 

(ha) 

組織数 集約化 

面積 

(ha) 

人数 集約化 

面積 

(ha) 

人数等 集約化 

面積 

(ha) 

人数等 集約化 

面積 

(ha) 

自己所有地             

賃貸権設定             

経営受託             

基幹作業受託             

計             

注１：担い手の区分欄については、要領別紙１第２の３の規定に基づいて記載するものとする。 

注２：本表の基礎資料として、①担い手別地番別土地利用調整結果一覧表、②農地集積状況図を作成する。 

 
 

（要領別紙１第５の１の（２）のウにより採択された場合） 

権利等 

経営所得安定対策加入経営体区分 

 

個別農業者 農地所有適格法人等 

① 

農地所有適格法人等 

② 

集落営農組織 計 

人数 面積(ha) 法人数 面積(ha) 法人数 面積(ha) 組織数 面積(ha) 人数等 面積(ha) 

自己所有地           

賃貸権設定           

経営受託           

基幹作業受託           

計           

注１：農地所有適格法人等①には要領別紙１第５の１の(２)のウの（ア）に該当するもの、農地所有適格法人等②

には左記に該当しないものを記載する。 

注２：高度化支援事業を実施していない地区については、農地所有適格法人等①の区分欄にのみ入力し、その他の

区分欄には斜線を引く。   



 

（３）担い手育成の実績 
 
（要領別紙１第５の１の（２）のア又はイにより採択された場合） 

区分 
認定農業者 認定新規就農者 集落営農組織 

市町村基
本構想水
準到達者 

今後 
育成すべき 
農業者 

人数 人数 組織数 人数 人数等 

事業実施前      

1 年度目      

２年度目      

３年度目      

４年度目      

５年度目      

計画 
（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 

（ ） 

 
 

実績 

(○○年度まで) 
     

計画 上段（ ）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画目標年度 

 
 
（要領別紙１第５の１の（２）のウにより採択された場合） 

区分 
個別農業者

（人） 

農地所有適格法人等① 農地所有適格法人等② 集落営農組織 

（組織数） （法人数） うち特定農業法人 （法人数） うち特定農業法人 

事業実施前       

計画 
（  ） 

 

（  ） 
 

（  ） 
 

（  ） 
 

（  ） 
 

（  ） 
 

実績 

（〇年度まで） 
      

計画 上段（ ）：生産基盤整備事業等の完了時、下段：促進計画目標年度 

 

注１：農地所有適格法人等①には要領別紙１第５の１の(２)のウの（ア）に該当するもの、農地所有適格法人等②

には左記に該当しないものを記載する。 

注２：農業経営高度化支援事業を実施していない地区については、農地所有適格法人等①の区分欄にのみ入力し、

その他の区分欄には斜線を引く。 

 

  



 

（４）作付実績（生産基盤整備事業が完了した地区において記入する。） 

ア 計画に対する作付状況 

作 物 

作付面積（ha） 計画と事業後の比較 

事業

前 

① 

事業 

計画 

② 

事業後 ③ 
事業後と計画 

の差（ha） 

④=③-② 

乖離率 

（％） 

④/② 

 

１
年
目 

２
年
目 

３
年
目 

４
年
目 

５
年
目 

乖離の要因 

（±30％を超える場合） 

水稲 

主食用米           

飼料用米           

WCS用稲           

加工用米           

米粉用米           

その他水稲           

土
地
利
用
型
作
物 

小麦           

大麦・はだか麦        

大豆        

        

        

小計           

高
収
益
作
物 

           

        

        

小計           

そ
の
他 

           

        

        

小計           

作付準備地（緑肥等）           

計           

※土地利用型作物：小麦、大麦・はだか麦、大豆、そば、なたね、子実用とうもろこし、かんしょ（でんぷん用）、ばれ

いしょ（でんぷん用）、飼料作物等 

※高収益作物：野菜、果樹、花き、茶など、主食用米（備蓄用米を含む。）並びに経営所得安定対策等実施要綱（平成 23

年４月１日付け 22 経営第 7133 号農林水産事務次官依命通知）Ⅳ第１の１（２）の畑作物の直接支払交付

金、Ⅳ第２の１（６）①の戦略作物助成及び砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律（昭和 40 年法律第

109 号）第２条の対象作物以外の作物であって、主食用米よりも面積当たりの収益性の高いもの 

 

イ 汎用田における作付予定 

事業完了後、汎用田において水稲のみ

を作付けている面積（ha） 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 

     

当該汎用田の今後の作付予定 

 



 

（要領別紙１第５の１の（２）のウにより採択された場合） 

３ 農地所有適格法人等の状況 
（１）農地所有適格法人等の経営状況 

農地所有 

適格法人 

等の名称 

 
農地所有 

適格法人 

となった日 

（予定含む） 

特定 

農業法人 

となった日 

（予定含む） 

認定農業者 

認定日 

（予定含む） 

経営所得 

安定対策 

加入経営体 

となった日 

（予定含む） 

構成員数 

（人） 

常時 

従事者数 

（人） 
経営方針 経営面積 

（ha） 
うち 

地区内 

○○法人          

△△法人          

××法人          

 

法人区分 ○○法人 △△法人 ××法人  

経営面積 
（ha） 

田     

畑     

採草放牧地     

法人形態     

事
業
の
種
類 

農畜産物名     

関連事業等名     

その他事業名     

売
上
高
（
円
） 

農
業 

前々年度報告     

前年度報告     

報   告     

合   計     

そ
の
他
事
業 

前々年度報告     

前年度報告     

報   告     

合   計     

構
成
員
数 

総  数     

 農地提供者①     

農業常時従事者②     

農地保有合理化法人③     

市町村・農協等④     

承認会社⑤     

 議決権の状況（うち市町村・農協

系統の有するもの）     
法人と取引関係等にある者⑥     

業
務
執
行
役
員
数 

総  数     

農業に常時従事する構成員数     

 
うち農作業に 
従事する者数 

    

備  考     

注１：要領別紙１第５の１の（２）のウに該当する農地所有適格法人等のみを記載対象とする。 

注２：農地所有適格法人等が設立された次年度から目標年度まで記載する。  



 

（２）農地所有適格法人等育成の取組状況 

年度 実施時期 実施主体 対象者 目的 実施する又は実施した事項（内容） 

【事業開始時】 

１年度目 

 年 月     

 年 月     

 年 月     

２年度目  年 月     

 年 月     

 年 月     

３年度目  年 月     

 年 月     

 年 月     

４年度目  年 月     

 年 月     

 年 月     

５年度目  年 月     

 年 月     

 年 月     

【完了時】 

６年度目 

 年 月     

 年 月     

 年 月     

【完了後】 

完了後 

１年度目 

 年 月     

 年 月     

 年 月     

完了後 

２年度目 

 年 月     

 年 月     

 年 月     

完了後 

３年度目 

 年 月     

 年 月     

 年 月     

完了後 

４年度目 

 年 月     

 年 月     

 年 月     

完了後 

５年度目 

 年 月     

 年 月     

 年 月     

注１：農地所有適格法人等が複数設立された場合は、当該法人ごとに作成する。 
注２：要領別紙１別表１の区分の欄の４の事業種類の欄の(１)の高度土地利用調整事業を生産基盤整備事業等の開始年度以前に

先行して実施している場合にあっては、高度土地利用調整事業の開始時からの内容を記入する。 

注３：「完了」とは生産基盤整備事業等の完了をいう。 

 

４ 所見及び改善措置等 
 

 

 

 

 

 

 

 



 

別記様式第８号 

 

番   号  

年 月 日  

 

農林水産省○○農政局長 殿 

北海道にあっては、農林水産省農村振興局長 

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 

 

都道府県知事名   

 

農地所有適格法人等経営状況評価報告書 

 

農業競争力強化農地整備事業実施要領（平成 30 年３月 30 日付け 29 農振第 2605 号・29

生畜第 1500号農村振興局長・生産局長通知）別紙１第９の２の規定に基づき、下記のとお

り農地所有適格法人等の経営状況に関する評価を行ったので報告します。 

 

記 

 

１ 地区概要 
 

都道府県名 地区名 所在地 受益面積 総事業費 備考 

   ha 百万円  

 
２ 農地所有適格法人等の概要 

農地所有 
適格法人等名 
（法人形態） 

農地所有 
適格法人 
になった日 

特定農業法人 
になった日 

認定農業者 
になった日 

経営所得 
安定対策 

加入経営体 
になった日 

 
（   ） 

    

経営面積 営農状況 構成員数 
常時従事者数 

 うち地区内 作 目 作付面積 生産量  構成戸数 

田： 

ha ha 
 ha kg 

   

畑： 

ha ha 
 ha kg 

その他： 

ha 

 

ha 
 ha kg 



 

３ 農地所有適格法人等の経営方針について 

経営方針  

経営方針に対する評価  

 
 
４ 農地所有適格法人等の経営状況について 

事業種類 
売 上 高 常時従事者 

１人当たり所得 農 業 その他 

農畜産物名 円 円 円 

関連事業等名    

その他事業名    

経営状況に対する評価 

 

 
 
５ 農地所有適格法人等の地域振興に関する取組について 

取組内容 
 

取組に対する評価 
 

 
 
６ 農地所有適格法人等の今後の取組方針について 

今後の 
取組方針 

経営  

地域振興  

取組方針に対する評価  

 
 
７ 特記事項（事業実施主体の総合的な評価、別途評価すべき内容等） 

 

 

  



 

別記様式第９号 

 

番   号  

年 月 日  

 

農林水産省○○農政局長 殿 

北海道にあっては、農林水産省農村振興局長 

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 

 

 

事業実施主体名  

 

●●地区における水田貯留機能向上計画 

   

 

 農業競争力強化農地整備事業実施要領（平成 30 年３月 30 日付け 29 農振第 2605 号・29

生畜第 1500号農村振興局長・生産局長通知）別紙１第６の６の規定に基づき、下記のとお

り水田貯留機能向上計画を策定しましたので報告します。 

 

 

記 

 

１ 水田の雨水貯留機能の向上を推進する活動の対象区域図（別添） 

 

２ 水田貯留機能向上計画の内容 
（１）一体的に実施する生産基盤整備事業等の地区名（事業名） 

 

 

 

 

 
（２）水田貯留機能の向上のための取組・整備内容 

事業名 
事業実施 

主体 

事業実施 

期間 
実施内容等 

総事業費 

（千円） 
備考 

      

      

 

  



 

３ 水田の雨水貯留機能の向上を推進する活動の実施体制 

 

 

 

 

 

 

４ 水田貯留機能向上の取組の実施面積 

事業実施主体名 
生産基盤整備 
事業等の 

地区面積（ha） 

地区内の取組面積（ha） 地区外の取組面積（ha） 

現況 
目標年度 

（令和○年） 
現況 

目標年度 
（令和○年） 

      

      

      

 



                    

（別添） 

水田の雨水貯留機能の向上を推進する活動の対象区域図 

生産基盤整備事業等の地区名（事業名）：                  

 

 

 

 

 

 



                    

別記様式第 10号 

 
 

番   号  

年 月 日  

 

農林水産省○○農政局長  殿 

北海道にあっては、北海道開発局経由農林水産省農村振興局長 

沖縄県にあっては、内閣府沖縄総合事務局長 

 

都道府県知事名 

 

水田貯留機能向上計画達成状況報告書 

 

農業競争力強化農地整備事業実施要領（平成 30年３月 30日付け 29 農振第 2605 号・29

生畜第 1500号農村振興局長・生産局長通知）別紙１第９の３の規定に基づき、下記のと

おり事業達成状況について報告します。 

 

記 

 

 

１ 事業実施状況 

（１）生産基盤整備事業等の実施状況 

事業名 地区名 

関係市町村名 

及び 

土地改良区名 

総事業費 

(百万円) 

受益面積 

(ha) 

着工 

年度 

完了 

年度 
主な工事内容 備考 

         

 

（２）水田貯留機能向上推進事業、水田貯留機能向上支援事業の実施状況 

事業名 事業実施主体 事業実施期間 実施内容等 
総事業費 

（千円） 
備考 

      

      

注１：「事業名」は、農業競争力強化農地整備事業実施要領（平成 30 年３月 30 日付け 29 農振第 2605 号・29 生

畜第 1500 号農村振興局長・生産局長通知）別紙１別表の区分の欄の４の事業種類の欄の事業名を記入す

る。 

注２：「実施内容等」は、実施時期及び実施内容を具体的に記入する。 



                    

２ 水田貯留機能向上に向けた取組状況の報告 

 

（ ）：取組の目標年度、地区における取組面積割合を記載  

 

 

事業実施主体名 

生産基盤整備 

事業等の 

地区面積（ha） 

地区内の取組面積（ha） 地区外の取組面積（ha） 

実施前 
目標年度 

（令和○年） 

○○年度まで 

（割合％） 
実施前 

目標年度 

（令和○年） 

○○年度まで 

（割合％） 

  
      

 （  ） （  ）  （  ） （  ） 

  
      

 （  ） （  ）  （  ） （  ） 

  
      

 （  ） （  ）  （  ） （  ） 


